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第2条 『法学研究jには、修士論文、税題研究及びその他の研究成果 (以下 「論文Jとい

う。)並びに修士論文要旨及び課題研究要旨 (以下 「要旨Jという。)を掲織する。
(論文提出資絡)

第3条 『法学研究jに掲載する論文を提出する資格を有する者は下記のとおりとする。

① 大学院法学研究科在籍者。

② 大学院法学研究科修了者。

① その他編集委員会が認めた者。

(編集委員会)

第4条 『法学研究jの編集に関する事項を管業するため、 『法学研究j編集委貝会 (以下

「委員会」 という)をおく。

2 委員会は、大学院法学研究科所属の専任教員3名により構成する。

3 委員の任期は1年とする。但し再任を妨げない。

4 委員会に委員長をおく。委貝長選出は委員の互選による。

5 委員会の招集は、委員長がおこなう。

(論文及び要旨の掲載手続)

第5条 論文は、委日会の定めた募集要項に基づき、本内規第3粂に該当する者よりこれを

公募する。

2 前項の論文のうち、原則として修士課程における指導教貝の推薦に基つ'き、委員会

が承認したものを掲載する。

3 要旨は、原則として前年度修士糾桂修了者全員の修士論文要旨及び課題研究要旨を

掲載する。

(事務)

第6粂 『法学研究jに閲する事務は、研究部がおこなう。
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